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Ⅰ．２００９年３月期決算の概要

１．２００９年３月期（第６３期）業績ハイライト

２．四半期業績推移（売上高・経常利益）

３．経常利益の増減要因

４．部門別売上高実績

５．部門別概況

６．貸借対照表

７．財務の状況、キャッシュフロー
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計 画

対 比 ％

3,100
―

―

6,100

6,400
―
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327,000

公表計画

（修正分）

△ 99.41175特 別 利 益

△ 86.93372,571特 別 損 失

△ 31.03,7915,496当期純利益

△ 37.37,15211,405経 常 利 益

△ 40.96,80711,518営 業 利 益

△ 1.131,22631,559販売管理費

38,034
325,947

２００９年３月期

（第６３期）

△ 11.743,078売上総利益

△ 13.5376,852売 上 高

増 減 率
２００８年３月期

（第６２期）

１．２００９年３月期（第６３期）連結業績ハイライト

（単位：百万円）

国内設備投資の減速により、国内の生産財事業の業績が苦戦。海外も
新興国向け需要が急速に減少。



1,054
(7,152)

894
(6,098)

2,544
(5,134)

2,548’09/3

2,514
(11,405)

3,005
(8,891)

3,206
(5,886)

2,680’08/3

3,306
(12,913)

3,522
(9,607)

3,443
(6,085)

2,642’07/3

経常利益

59,196
(325,947)

80,007
(266,751)

95,215
(186,743)

91,528’09/3

93,522
(376,852)

97,322
(283,330)

95,864
(186,008)

90,144’08/3

94,076
(377,610)

98,259
(283,534)

95,695
(185,275)

89,580’07/3

売 上 高

４Ｑ３Ｑ２Ｑ１ＱＦＹ
単 位 ： 百 万 円

（ ） 内 累 計 値

２．四半期業績推移（売上高・経常利益）



１１，４０５

生産財部門の減収、円高による為替の影響など ▲６，１３５

＋１，０９１

▲４４８

＋７５５

前期比▲４，２５３
（▲３７．３％）

売上総利益
５，０４４

減少

販管費
３３３
減少

営業外収支
４５８
改善

２００８年３月

２００９年３月 ７，１５２

人件費、販売手数料減少など

運賃（家庭機器出荷増） ＋１１５

支払利息減少 ＋７８

デリバティブ評価損益差

受取利息減少 ▲６７

その他営業外収支差 ▲３０８

消費財部門増収効果

増益要因

減益要因

３．経常利益の増減要因
（単位：百万円）



△ 13.5
△ 12.8
△ 20.9

2.2
10.3
△ 5.3

△ 18.7
△ 19.0
△ 16.6
△ 14.1
△ 23.6

前期比
増減率

327,000
3,800

34,500
100,200

52,200
48,000

188,500
8,500

56,000
56,000
68,000

公表計画
（修正分）

325,947
3,851

35,337
99,622
52,128
47,494

187,135
8,505

54,833
55,455
68,340

２００９年３月期
（第６３期）

376,852
4,414

44,701
97,438
47,278
50,160

230,297
10,500
65,757
64,547
89,491

２００８年３月期
（第６２期）

1.3そ の 他 部 門

△ 0.7（生産財部門合計）

2.4国 際 営 業 部 門

△ 0.6（消費財部門合計）

△ 1.0産業システム部門

△ 2.1機 械 工 具 部 門

0.5工 作 機 械 部 門

△ 0.3合 計

△ 0.1家 庭 機 器 部 門

△ 1.1住 設 建 材 部 門

0.1Ｓ Ｅ 部 門

計画
対比部 門

４．部門別売上高実績（連結）
（単位：百万円、％）



５．部門別概況①：生産財事業（機械・産業システム・工具・ＳＥ）

生産財事業

売上高
187,135百万円

（前期比18.7％減）

国内生産財各部門は、３Ｑ以降の急速な設備
投資減退・減産による需要減で減収減益。

主要マーケットである自動車関連の生産調整・
設備凍結で、工作機械をはじめ、周辺機器や消
耗工具類の販売が大きく減少。

機械
２１．０

産シス
１７．０

工具
１６．８

ＳＥ
２．６

Production
Equipments
and materials

3.0％5,609187,135‘０９／３期

4.1％9,375230,297‘０８／３期

（率）営 業 利 益売 上 高（単位：百万円）

※注記：営業利益（率）はあくまで当社内管理会計規則に基づいて算出した数
値です。将来、制度開示する場合には計算方式が変わる可能性があります
ので、予めご了承ください。

167,933名動員数

67,379百万円受注額

３０ヶ所開催数

＜２００９年度どてらい市実績＞



消費財事業

売上高
099,622百万円

（前期比2.2％増）

５．部門別概況②：消費財事業（住設建材・家庭機器）

住建
１４．６

家機
１６．０

住宅需要の低迷で住設建材部門は減収も、家
庭機器部門は、市場の低価格志向に即したオ
リジナル商品群の充実で増収増益。

「グリーンボール・プロジェクト」 「イエノグ・ワラン

ティ」等の施策効果で、空調機器（前期比１０
４％）や、建材（同１０８％）などのジャンルが伸展。

昨シーズンの扇風機販売台数１７８万台。調理
家電などを中心に家電量販向けが大きく伸展。

Housing
equipments &
Home Products

2,213
3,146

営 業 利 益 （率）売 上 高（単位：百万円）

2.3％97,438‘０８／３期

3.2％99,622‘０９／３期

「くらしのｅショップ」が楽天市場の
ショップ・オブ・ザ・イヤー「ジャンル大賞」を受賞



国際事業（生産財）

売上高
035,337百万円

（前期比20.9％減）

５．部門別概況③：国際事業（生産財）

海外生産財（国際営業部門）は、新興国の設備
投資需要が減退し、減収減益。

各地の需要対応、サービス拡充に向けて、拠点
（組織）・支援体制を拡充。

フィリピン、ポーランドに新たな拠点、中国・東莞
にショールームを設置。ドイツを現法化。

シカゴショー出展をはじめ、各地展示会出展・
オープンハウス開催で、新規顧客開拓は順調。

国際
１０．８

International
Operations

4.1％1,83344,701‘０８／３期

1.3％45635,337‘０９／３期

（率）営 業 利 益売 上 高（単位：百万円）



純資産
３６８

固定資産
２３０

258

流動資産
１，０３３

固定負債２２

流動負債
８７２

364

61

1,3161,483
▲４５０

▲２８

▲４４３

▲３９

＋４

自己資本比率
２９．２％←２０．９％

６．貸借対照表（連結）

総資産 1,741 １，２６３

２００９年３月末２００９年３月末２００８年３月末２００８年３月末

▲４７８

資産の部 負債・総資産の部

（単位：億円）

総資産圧縮で、資産効率・自己資本比率は大幅に向上。



※Ｄ／Ｅレシオ＝有利子負債÷純資産

７．財務の状況、キャッシュフロー
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支払回転率の向上によ
り、フリーＣＦは一過性
のマイナスに。

財務ＣＦは５年平均で
△８３億円～一貫して
借入金返済を実施

財務体質強化が進む。

２００５年３月期比で有
利子負債は３割弱、純
資産は約２倍に

Ｄ／Ｅレシオは０．２２倍
（現預金加味したネット
では△０．２６倍）に



１．本年度の事業環境の見通し

２．２０１０年３月期（第６４期）定量計画

３．部門別売上高計画（連結）

Ⅱ．２０１０年３月期の業績予想

広島支社新社屋が竣工（２００９年９月予定）



１．本年度の事業環境の見通し

欧米向け、または欧米景気の悪化に
連動して、アジアも減少傾向が続く。円
高のマイナス影響も顕在化。機械輸出
の低迷は長期化の公算。

各国鉱工業生産

同景気動向指数

全米機械工業会販売実績
統計 ｅｔｃ．

生産財事業

－海外

4

給与所得の減少、雇用環境の先行き
不安、株価下落による逆資産効果など
を背景に、名目消費は大幅に減少。

消費性向

日本ＤＩＹ協会統計

消費財事業

－家庭機器

3

価格や金利といったプラス要因はある
ものの、将来への不安要素が強く、住
宅需要増は期待薄。過去最大規模の
住宅ローン減税や環境投資を注視。

新設住宅着工戸数

ｷｯﾁﾝﾊﾞｽ出荷統計

消費財事業

－住設建材

2

輸出の減少が国内需要の減少に波及。
設備稼働率の低下で、自動車・電子デ
バイスなどの輸出企業を中心に、設備
投資が大幅に減少。在庫調整も成長
率を押し下げ。

鉱工業生産指数

日工会工作機械受注額

半導体製造装置受注額

自工会統計

生産財事業

－国内

1

市場環境の見通し※注視する指標など事業セグメント

国内外、全業種ともに急速な回復・持ち直しは期待薄。

※当社判断に基づく



（単位：百万円、％）

△ 39.32,3007503,791当期純利益

△ 48.73,4001,2006,626＜ 単 体 ＞

△ 50.73,1001,0506,289＜ 単 体 ＞

△ 11.5277,000131,000313,112＜ 単 体 ＞

650

1,300

1,150

138,000

２００９年９月

（第２四半期）

3,545

7,152

6,807

325,947

２００９年３月期

（第６３期）

△ 47.8

△ 44.1

△ 45.6

△ 11.0

前期比

増減率

1,850＜ 単 体 ＞

4,000経 常 利 益

3,700営 業 利 益

290,000売 上 高

２０１０年３月期

（第６４期）
科 目

２．２０１０年３月期（第６４期）定量計画
次年度につなげる足固めとして最低限の業績の確保を図る。



100.0
1.4

10.1
36.2
19.0
17.2
52.3

2.2
17.9
17.9
14.3

構成比

100.0
1.2

10.8
30.6
16.0
14.6
57.4

2.6
16.8
17.0
21.0

構成比

△ 11.0
3.9

△ 17.4
5.4
5.5
5.3

△ 18.9
△ 25.9
△ 5.2
△ 6.2

△ 39.3

前期比
増減率

290,000
4,000

29,200
105,000

55,000
50,000

151,800
6,300

52,000
52,000
41,500

２０１０年３月期
（第６４期）

325,947
3,851

35,337
99,622
52,128
47,494

187,135
8,505

54,833
55,455
68,340

２００９年３月期
（第６３期）

そ の 他 部 門

（生産財部門合計）

国 際 営 業 部 門

（消費財部門合計）

産業システム部門

機 械 工 具 部 門

工 作 機 械 部 門

合 計

家 庭 機 器 部 門

住 設 建 材 部 門

ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門

部 門

３．部門別売上高計画（連結）
（単位：百万円、％）



Ⅲ．中期経営計画「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」の進捗

１．ビジョン、中期的経営方針

２．中期経営計画「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」

３．事業戦略（２００７/４～２０１０/３）

４．「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」主要トピックス

５．「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」定量計画（連結）



財務体質強化財務体質強化

収益力向上収益力向上

経営ｼｽﾃﾑ革新経営ｼｽﾃﾑ革新

１．ビジョン、中期的経営方針
ものづくりに貢献し、快適な生活空間を提供する存在感ある専門商社を目指す！

流通商社として取扱量の拡大

専門商社として

付加価値向上

上場企業として

経営基盤の充実

持続的な利益成長を目指し、
ステークホルダーの期待を超える満足と感動を！



顧客満足向上へ、ＣＲＭの継続と強化
経営資源の効率的配分
国内生産財事業の安定成長
消費財・海外生産財（国際）事業の拡大

経常利益１５０億円を達成する
純資産１５０億円を積み増しする

経常利益１５０億円を達成する
純資産１５０億円を積み増しする

２．中期経営計画「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」

さまざまな「１５」指標への挑戦とこだわりで、徹底した問題解決（商品・サービス）
提案を展開し、お客様の満足（感動）と自らの達成感（感動）を分かち合い、結果
として各事業領域において優位性ある地位を築きたい。

1 5
イチ・ゴー

2007.04-2010.03

Ｇｒｏｗｔｈ
－拡大する－企業価値

Ｇｒｏｗｔｈ
－増加する－市場価値

Ｇｒｏｗｔｈ
－発展する－事業

Ｇｒｏｗｔｈ
－伸びゆく－社員

工作機械のシェアを内需の１５％に

海外売上高比率を１５％に

有利子負債を１５０億円以内に圧縮

部門・分社・各人の１５ ・・・ｅｔｃ．

工作機械のシェアを内需の１５％に

海外売上高比率を１５％に

有利子負債を１５０億円以内に圧縮

部門・分社・各人の１５ ・・・ｅｔｃ．

経常利益１５０億円を達成する
純資産１５０億円を積み増しする

経常利益１５０億円を達成する
純資産１５０億円を積み増しする



３．事業戦略（２００７/４～２０１０/３）

きめ細かなユーザー管理とエンジニアリング機能＋サービス拡充で、
各国で存在感あるグローカル会社を目指す。

サービス拠点の増設

国際展示会への出展拡大とオープンハウスの開催

生産財事業

－ 海 外

（ 国 際 ）

流通業界におけるイニシアティブ確保に向けて、ワンランクアップの
商品提案、営業力集中化で事業規模拡大を目指す。

ターゲット絞込み＋商品戦略の均一化＋人材育成による営業力強化

品質（安全・安心）重視、感動ある商品作りによる信頼のブランド構築

消費財事業

－家庭機器

サブユーザ戦略の展開。得意先・仕入先より信頼を勝ち取る営業力・
提案力の強化で、事業規模の拡大を目指す。

全国広域＆地区優良ビルダーの開拓と深耕

邸別配送システムの有効活用による受注アイテムの拡充

消費財事業

－住設建材

工作機械販売をはじめ、生産財各分野（ジャンル）でシェアＮｏ１を目
指す。顧客ニーズに的確に対応する体制と情報力（ＣＲＭ）で、深み
のある提案営業を推進する。

用途別専門展示会による潜在需要の喚起

顧客接点機会の創出と充実

電子商取引（プロキュバイネット）の拡大

生産財事業

－ 国 内



プロキュバイネット取扱高の拡大

2008.5/9 日経産業新聞 →

４．主要トピックス①：ＭＲＯ電子調達

ＢｔｏＢ（ＭＲＯ商材）取引でのシステム利用
＝業務合理化で、対面（提案）営業力の強
化と生産性向上に注力。

セミナー、各種プロモーションの展開による
利用率の向上で、取扱高は上期までは前年
同期比２．７倍と大きく伸展。

前期アイテム数を２５％増（４３０万アイテム）
で、カバー領域をさらに拡大中。
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※２００７年１月より稼動

計画



フィリピン、ポーランドに新たに拠
点を設置。ドイツを現法化。

各地の需要対応、サービス拡充
に向けて、拠点（組織）・人員配
置（交流）を拡充。

海外新規顧客開拓数は前期（累
計）約９００社に。

中国向け販売基盤の整備進む。

華南地区東莞にショールーム・
オープン、３現法の連携を強化。

４．主要トピックス②：海外生産財事業の拡充
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海外売上高比率を１５％に
（単位：億円）

中国向け
取扱高推移

中国向け
取扱高推移

（％）
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合 計

（ 内 、 ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ）

現 地 社 員

駐 在 員

本 部 ス タ ッ フ

海 外 人 員 数

中国現法３社

台湾

シンガポール・韓国

１３８億円



５．「ＧＶＰ（ｒｅ）１５」 定量計画（連結）

2,300
4,000
3,700

290,000
２０１０年３月期

3,7915,4967,506当 期 純 利 益

7,15211,40512,913経 常 利 益

6,80711,51812,318営 業 利 益

325,947376,852377,610売 上 高

２００９年３月期２００８年３月期２００７年３月期（単位：百万円）

４．８

２９．２

２．２

２００９年３月期

３．２

３１．５

１．４
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６．３６．９総資産経常利益率

２０．９１８．３自 己 資 本 比 率

３．０３．４売上高経常利益率

２００８年３月期２００７年３月期（単位：％）

損益計画（修正）

主要財務指標



Ⅳ．２００９年度の取り組み

１．当期の経営方針

２．当期の取り組み

３．当期の重点テーマ：環境ビジネス

[2005年度]

参加企業：653社
削減ＣＯ2 8,015トン

[2006年度]

参加企業：645社
削減ＣＯ2 12,332トン

[2007年度]

参加企業：780社
削減ＣＯ2 20,159トン



• 潜在ニーズを掘り起こし、
適時・的確に商品・サービ
スを提供

• 生産技術や建築技術など専門
性を要求される分野に特化し、
培った営業プレゼンス

• 素材加工や製品出荷まで一貫
した商品・サービス・価格力の提
供

• 取引先数約１万社との組織力、
情報発信力、業界への影響力

• 国内外に広がるネットワーク
• 業界情報誌の発刊
• 経験豊かな営業人員、ナレッジ

＝ ×

提案営業力 ノウハウ・商品力 情報力・人財力

“相乗効果”

生産（技術）現場での困りごと（困っているだろうこと）
家作りでの困りごと（困っているだろうこと）
売り場での困りごと（改善したいだろうこと） ｅｔｃ

情報が結合する「場」の提
供による解決

業務支援（機能）による解決
新規性ある企画による解決

多メーカ商品組合せによる解決
オリジナル商品開発による解決

＜提案例＞

１．当期の経営方針：変化を好機に～更なる攻めの経営を推進

「山善の強み＝提案力」を活かし、前向きにアクションを起こす。



２．当期の取り組み①：生産財事業

担当マネージャー、エリアリーダーを配置し、顧客・地区・
市場に見合った商品・ジャンルの販売を強化
部品加工機フェア、鍛圧・板金加工展、工場環境展、メカ
トロフェアなど、用途別専門展示会を拡充
産業システム分野での、環境機器販売を再強化

国内（４部門）／売上計画１，５１８億円

海外（国際）／売上計画２９２億円

グローカル力強化に向けたインフラ／サービス網の整備を継続。

エース会・親交会に営業資源を集中化、一元的で密接なサービスを展開。

各国新規開拓した顧客（約９００社）との取引を深耕
海外拠点間、国内部門との連携を強化
国際ルール、コンプライアンスの徹底

強固な輸出管理体制（出荷・フォローアップ）を強みに
した商圏・商材の拡充へ



家庭機器／売上計画５５０億円

２．当期の取り組み②：消費財事業

住設建材／売上計画５００億円

住宅需要低迷の中、成長分野／主力メーカとの取り組みに注力。

アイディア・価格で潜在需要を掘り起こし、デリバリー力で納品率向上。

太陽光発電を基点とした環境適応住宅の提案
＋エコキュート、＋エコウィル、＋省エネ機器

邸別配送システムの活用によるデリバリー力強化、建材ア
イテムの拡充
広域担当営業の増強、技術力：有資格者の増員

納品率向上による顧客満足度向上へ
今シーズンのＰＢ扇風機出荷２００万台（計画）へ
３０周年企画：「清水国明ベストセレクション」＋「エコ択」
＋「新Ｗｅｂサイト開設」で、プロモーション活動を強化
くらしのｅショップは年商２０億円に挑戦



ＣＯ２削減：グリーンボールプロジェクト

8,015

12,332

13,532

15,206

6,627

5,004

817

645653

780

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

民生分野（t-CO2）

工場分野（t-CO2）

参加社数

製品ＣＤＭの先駆けとして２００５年度より活動を展開中。前期より削減効
果分をＣＥＲと交換するスキーム（国内初）に発展。

省エネ法改正、グリーンニューディールといった環境機器需要に対応、
「商売と環境の両立」を目指します。

関連する環境商品売上は年１００億規模、エコキュート取扱シェアは５％に。

産業システム（工場向け）は、対象商品を２６アイテム（１８メーカー）に拡大。

３．当期の重点テーマ：環境ビジネス



Ⅴ．コーポレートガバナンス、株主還元

１．ＣＳＲ、コーポレートガバナンスについて

２．株主還元

３．当期の配当



１．ＣＳＲ、コーポレートガバナンスの取り組み
社会規範や倫理順守などの企業責任（ＣＳＲ）を全うしていくことで、企業
ブランドの向上、持続的で安定的な利益成長を目指す。

企業行動憲章ポケットブック

企業行動憲章を海外含むグルー
プ会社社員に配布。

リスクマネジメントとしてＣＳＲ課
題への取り組みを強化中。



２．株主還元

❐基本的な考え方
⊿財務体質と中長期的な経営基盤の強化を図るとともに、株主の

皆様に安定的かつ業績に応じた適正な利益還元を行うこととして
います。

❐配当政策について
⊿連結配当性向は１５％以上を目標とし、利益成長に応じて更なる

利益還元に努めます。

配当金額

連結配当性向

５．０円５．０円５．０円－－中 間

５．０円

４０．８％

’10/３予

７．５円

３０．９％

’09/３期’08/３期’07/３期’06/３期

期 末 ７．５円

１０．０％

※１２．５円

１５．６％

７．５円

２１．３％

※期末配当金１０．０円＋記念配当２．５円

配当金の推移
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３．当期の配当
連結配当性向：４０．８％を予定。

配当金額：中間５．０円＋期末５．０円＝年間１０．０円を予定。

（
１
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当
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お問合せ先

また、当社が発信するニュース・リリースなどの最新の情報をＥメールにてお送りする「ＩＲサービス（ディ
ア・ネットサービス※）」をはじめました。ご希望の方は弊社ホームページ内の専用登録ページに必要事
項を入力のうえ、ご登録（無料）ください。

※ディアネットサービスは
㈱だいこう証券ビジネ
スが提供しています。

その他、弊社ＩＲに関するご質問につきましては、

弊社ホームページ（ http://www.yamazen.co.jp/ ) の「お問い合わせフォーム（ＩＲ）」を

ご利用ください。



この資料には、当社の計画及び業績見通し等が含まれております。将来の計画や予想数値などは、現状の
入手可能な情報により、計画・予測したものであります。実際の業績等は、今後の様々な条件・要素によりこ
の計画等とは異なる場合があり、この資料はその実現を確約したり、保証するものではございません。


